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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第３四半期連結
累計期間

第55期
第３四半期連結

累計期間
第54期

会計期間

自2022年
７月１日
至2023年
３月31日

自2023年
７月１日
至2024年
３月31日

自2022年
７月１日
至2023年
６月30日

売上高 （千円） 19,948,930 20,152,362 26,374,322

経常利益 （千円） 2,425,669 2,422,283 3,236,534

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益金額
（千円） 1,504,708 1,462,902 1,956,736

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,628,348 1,825,507 2,388,810

純資産額 （千円） 22,791,564 24,752,582 23,552,026

総資産額 （千円） 33,949,279 36,444,552 34,428,566

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 104.68 102.01 136.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.4 65.9 66.6

 

 回次
第54期

第３四半期連結
会計期間

第55期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2023年
１月１日
至2023年
３月31日

自2024年
１月１日
至2024年
３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.33 30.00

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、ウクライナ情勢の長期化に伴う原材

料・エネルギー価格の高止まりに加え、不動産市場の低迷を受けた中国経済の減速や、中東情勢の緊迫化、欧米で

の金融引き締めに伴う影響等、先行き不透明な状況が継続しております。一方、国内経済は、物価上昇圧力が強い

ものの、個人消費マインドは改善傾向にあり、インバウンド需要拡大による経済活動の持ち直しにより、景気は緩

やかに回復しておりま す。

当社グループにおいては、金型セグメントでは、電子機器向けは堅調でしたが、自動車電装向けは力強さに欠け

ました。部品セグメントは、産機向け及び半導体関連部品の復調の兆しはあるものの依然足踏みの状況でした。一

方、自動車電装部品は好調に推移しました。機械器具セグメントでは、自動機器は自動車関連の設備投資が慎重

だったことにより低調でした。一方、医療組立は堅調に推移しました。

このような状況下、当社グループは、新たな市場開拓、新たな技術開発を進めると共に既存製品の高付加価値化

を実現するために積極的な投資と生産の効率化を行いました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高201億５千２百万円（前年同期比1.0％増）、営業利

益は23億２千万円（前年同期比6.6％減）、経常利益は24億２千２百万円（前年同期比0.1％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は14億６千２百万円（前年同期比2.8％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①金型

電子機器向け、自動車電装向け金型を主軸として販売してまいりました。電子機器向け金型はスマートフォン関

連や車載関連は堅調に推移しましたが、自動車電装向けが伸びなかったことから、売上高は前年同期を下回りまし

た。利益については金型の高付加価値化の進展と生産効率化により前年同期を上回りました。

その結果、売上高は10億７千６百万円（前年同期比2.2％減）、セグメント利益は４億５百万円（前年同期比

107.5％増）となりました。

②部品

電子機器向け部品、自動車電装向け部品を主軸として販売してまいりました。電子機器向け部品は、産機向けや

半導体関連部品の回復が遅れて低調だったものの、スマートフォン関連部品や車載向け部品は堅調に推移しまし

た。また自動車電装向け部品は需要が増加して好調に推移し、全体では前年同期と比較して増収減益となりまし

た。

その結果、売上高は149億８千１百万円（前年同期比2.9％増）、セグメント利益は24億１千７百万円（前年同期

比9.8％減）となりました。

③機械器具

各種自動機器、医療器具を主軸として販売してまいりました。自動機器は自動車関連の設備投資が慎重に推移し

たことで売上高は前年同期を下回りましたが、生産効率を維持できたことと医療器具が堅調に推移したことで、利

益は前年同期を上回りました。

その結果、売上高は40億８千９百万円（前年同期比4.4％減）、セグメント利益は４億２千３百万円（前年同期

比10.6％増）となりました。

④賃貸

賃貸事業、売電事業を行っております。

新規賃貸契約により売上高は４百万円（前年同期比1.0％増）、セグメント利益は６千３百万円（前年同期比

36.1％増）となりました。

 

上記のセグメント利益については、セグメント間取引消去前の金額で記載しております。

 

（２）財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の財政状態の状況につきましては次のとおりであります。

（資産）

流動資産は172億４千万円となり、前連結会計年度末に比べ18億１千７百万円増加しました。これは主に現金

及び預金が14億８千万円、有償支給に係る資産が１億９千９百万円増加したことによるものであります。固定資

産は192億３百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億９千８百万円増加しました。これは主に投資有価証券

が８千７百万円、繰延税金資産８千２百万円増加したことによるものであります。
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この結果、総資産は364億４千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ20億１千５百万円増加しました。

（負債）

流動負債は90億６千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億７千万円増加しました。これは主に買掛金

が10億９千７百万円、賞与引当金が３億１千７百万円増加したことによるものであります。固定負債は26億２千

３百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億５千４百万円減少しました。これは主に長期借入金が４億５千万

円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は116億９千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億１千５百万円増加しました。

（純資産）

純資産合計は247億５千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億円増加しました。これは主に利益剰余

金が10億３千２百万円増加したことと、非支配株主持分が９千６百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は65.9％（前連結会計年度末は66.6％）となりました。

 

（３）会計上の見積り及び当該見積に用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は８千９百万円であります。なお、

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,404,400 14,404,400
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 14,404,400 14,404,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高
　（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年１月１日～

2024年３月31日
－ 14,404 － 2,442,450 － 2,446,873

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2023年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 58,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,339,700 143,397 －

単元未満株式 普通株式 6,100 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  14,404,400 － －

総株主の議決権  － 143,397 －

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　鈴木
長野県須坂市大字

小河原2150番地１
58,600 － 58,600 0.41

計 － 58,600 － 58,600 0.41

 

 

２【役員の状況】

　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

 6/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年７月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,499,782 5,980,669

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 5,958,423 ※１ 5,958,002

商品及び製品 411,213 524,245

仕掛品 1,948,603 2,116,291

原材料及び貯蔵品 1,427,641 1,463,000

その他 1,177,160 1,198,398

流動資産合計 15,422,824 17,240,607

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,799,055 9,496,356

機械装置及び運搬具（純額） 4,506,237 4,712,275

土地 2,012,339 1,897,935

その他（純額） 746,150 893,357

有形固定資産合計 17,063,782 16,999,925

無形固定資産 101,588 116,569

投資その他の資産   

投資有価証券 1,512,496 1,600,226

その他 328,933 488,284

貸倒引当金 △1,060 △1,060

投資その他の資産合計 1,840,370 2,087,451

固定資産合計 19,005,741 19,203,945

資産合計 34,428,566 36,444,552
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,072,355 5,169,653

短期借入金 1,108,814 1,022,276

１年内返済予定の長期借入金 636,520 601,200

未払法人税等 551,878 373,961

賞与引当金 135,720 452,849

役員賞与引当金 35,200 74,870

その他 1,257,453 1,373,174

流動負債合計 7,797,941 9,067,985

固定負債   

長期借入金 1,780,900 1,330,000

長期未払金 344,470 327,520

退職給付に係る負債 945,760 958,962

資産除去債務 7,466 7,502

固定負債合計 3,078,597 2,623,984

負債合計 10,876,539 11,691,970

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,442,450 2,442,450

資本剰余金 2,214,824 2,217,000

利益剰余金 17,442,810 18,475,657

自己株式 △66,897 △56,700

株主資本合計 22,033,187 23,078,407

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 775,719 837,169

為替換算調整勘定 96,857 93,523

退職給付に係る調整累計額 6,882 7,966

その他の包括利益累計額合計 879,459 938,659

非支配株主持分 639,379 735,515

純資産合計 23,552,026 24,752,582

負債純資産合計 34,428,566 36,444,552
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年７月１日
　至　2023年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年７月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 19,948,930 20,152,362

売上原価 15,832,631 16,086,781

売上総利益 4,116,298 4,065,580

販売費及び一般管理費 1,632,381 1,744,699

営業利益 2,483,917 2,320,881

営業外収益   

受取利息 3,895 4,252

受取配当金 3,235 2,172

受取賃貸料 5,896 7,333

スクラップ売却益 8,172 8,797

為替差益 － 104,818

補助金収入 13,200 －

その他 11,574 10,858

営業外収益合計 45,974 138,233

営業外費用   

支払利息 30,587 36,831

為替差損 12,154 －

寄付金 60,469 －

その他 1,011 －

営業外費用合計 104,222 36,831

経常利益 2,425,669 2,422,283

特別利益   

固定資産売却益 12,428 5,077

投資有価証券売却益 86,966 97,773

補助金収入 － 120,098

特別利益合計 99,394 222,948

特別損失   

固定資産売却損 11,516 11,764

固定資産除却損 20,811 5,311

固定資産圧縮損 － 120,000

特別損失合計 32,328 137,075

税金等調整前四半期純利益 2,492,735 2,508,156

法人税、住民税及び事業税 865,268 849,620

法人税等調整額 △113,622 △110,048

法人税等合計 751,645 739,571

四半期純利益 1,741,089 1,768,585

非支配株主に帰属する四半期純利益 236,380 305,682

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,504,708 1,462,902
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年７月１日
　至　2023年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年７月１日
　至　2024年３月31日)

四半期純利益 1,741,089 1,768,585

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △39,484 61,449

為替換算調整勘定 △67,143 △5,611

退職給付に係る調整額 △6,113 1,084

その他の包括利益合計 △112,741 56,922

四半期包括利益 1,628,348 1,825,507

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,403,043 1,522,101

非支配株主に係る四半期包括利益 225,305 303,405
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2023年６月30日）
当第３四半期連結会計期間

（2024年３月31日）

受取手形 －千円 2,748千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2022年７月１日
至 2023年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2023年７月１日
至 2024年３月31日）

減価償却費 1,484,058千円 1,560,143千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年７月１日　至　2023年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年９月29日

定時株主総会
普通株式 287,436 20 2022年６月30日 2022年９月30日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年７月１日　至　2024年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年９月28日

定時株主総会
普通株式 430,055 30 2023年６月30日 2023年９月29日 利益剰余金

（注）1株当たり配当額には、記念配当５円（当社創立90周年記念配当）が含まれています。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 2022年７月１日 至 2023年３月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ 金型 部品 機械器具 賃貸 計

売上高(注)３        

日本 1,040,555 9,203,222 4,209,429 4,904 14,458,112 － 14,458,112

中国 － 2,827,263 758 － 2,828,021 － 2,828,021

タイ － 1,773,435 － － 1,773,435 － 1,773,435

その他 59,994 760,188 69,177 － 889,361 － 889,361

顧客との契約から生
じる収益

1,100,550 14,564,110 4,279,365 4,904 19,948,930 － 19,948,930

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 1,100,550 14,564,110 4,279,365 4,904 19,948,930 － 19,948,930

セグメント間の内部
売上高又は振替高

402,095 △303,609 68,012 221,325 387,823 △387,823 －

計 1,502,645 14,260,501 4,347,377 226,229 20,336,754 △387,823 19,948,930

セグメント利益 195,361 2,679,693 383,320 46,956 3,305,331 △821,413 2,483,917

（注）１．セグメント利益の調整額△821,413千円には、セグメント間取引消去15,030千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△851,982千円、棚卸資産の調整額15,376千円及びその他の影響額163千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 2023年７月１日 至 2024年３月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ 金型 部品 機械器具 賃貸 計

売上高(注)３        

日本 1,076,184 8,595,269 4,086,057 4,955 13,762,467 － 13,762,467

中国 － 3,527,410 1,040 － 3,528,451 － 3,528,451

タイ － 2,090,122 － － 2,090,122 － 2,090,122

その他 540 768,618 2,163 － 771,321 － 771,321

顧客との契約から生
じる収益

1,076,724 14,981,420 4,089,261 3,605 20,151,012 － 20,151,012

その他の収益 － － － 1,350 1,350 － 1,350

外部顧客への売上高 1,076,724 14,981,420 4,089,261 4,955 20,152,362 － 20,152,362

セグメント間の内部
売上高又は振替高

641,130 △784,155 258,555 252,300 367,831 △367,831 －

計 1,717,855 14,197,265 4,347,817 257,255 20,520,193 △367,831 20,152,362

セグメント利益 405,357 2,417,103 423,811 63,884 3,310,157 △989,276 2,320,881

（注）１．セグメント利益の調整額△989,276千円には、セグメント間取引消去1,174千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△962,481千円、棚卸資産の調整額△26,578千円及びその他の影響額△1,391千

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であ

ります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

13/17



 
 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年７月１日
至　2023年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年７月１日
至　2024年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 104円68銭 102円01銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,504,708 1,462,902

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,504,708 1,462,902

普通株式の期中平均株式数（株） 14,374,109 14,340,840

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

 

2024年５月15日

株式会社鈴木

取締役会　御中
 

EY新日本有限責任監査法人

松本事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野水　善之

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大野　祐平

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社鈴木の2023年７月１日から2024年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（2024年１月１日から2024年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年７月１日から2024年

３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鈴木及び連結子会社の

2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四

半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連

結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する

注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責

任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー

上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
 

以　上
 

（注）1.上記の監査報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　2.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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